
令和9年度県予算・施策に関する要望

滋 賀 県 町 村 会





今、時代は大きな転換期を迎え、人口減少や少子高齢化が進行し

ております。

これまでの暮らしや社会のあり方をつくりなおす「り・デザイン」を推進

し、新たな支え合いの社会を構築していくという県当局の理念に、私ど

も町村会は深く共感しており、現場を重視した積極・果敢な取組に益々

期待を寄せております。

昨年度は、町の差し迫つた課題である「専門人材確保」につきまして、

県からの人材派遣制度を創設いただくなど、町の実情に寄り添つたご

対応をいただきましたことに心から感謝申し上げます。

この度、令和9年度県予算・施策に関する要望として20項目の要望

事項を決議しました。

つきましては、住民の生命と暮らしを守り、持続可能な社会を実現す

るため、格男可のご理解とご協力を賜りますようお願い申し上げます。

令和8年 10月

滋賀県町村会会長  イデ 1熟 え )毯
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家屋倒壊 避難所の様子

防災日減災対策等の充実強化

13畳撮詠恕議を

台目目占―0
住み霊けられる

様ちづくりを

要望① 災害応急対策への支援の強化

◆ 提案/要望の内容・理由

『令和 8年熊本地震』等、大規模な災害時には、初動体制や避難所運営が住民の安全確保
に直結します。
・『滋賀県防災対策の推進に関する条例』に基づき、災害応急対策、指定避難所の運営等に
関する県の支援 。応援が町のニーズに即して迅速に実施できるよう、必要な体制と予算を
確保すること。
・ジエゾンや情報連絡員の派遣については、派遣人数や従事する業務、範囲を、被災自治体
の規模や被災状況に応じた弾力的な運用が可能となるよう措置を講じること。

林野火災用

『背負い式消火水のう』

全国各地で林野火災の発生が多発する中、林野火災
は、急傾斜地での水利確保や初期消火が難 しく、町単
独で姑応することが極めて困難であることから、林野
火災対策ならびに予防啓発にかかる広域連携を推進 し、
地域住民や森林所有者等の不安を払拭することが重要
です。

・林野火災対応資機材 (背負い式消火水のう (通称 :ジェットシューター)等)の配備拡充。
。大規模林野火災を想定した県、市町、消防、県防災航空隊の合同による)1練の実施。
・入山者の防火姑策に関する意識の醸成と火の用心に関する啓発事業の促進。

・ 「緊急防災・減災事業」、 「地域未来交付金 (地域防災緊急型)」 の所要額の確保と町負
担の軽減措置。
・TKB(簡 易 トイレ、炊きだしセット、段ボールベンド)配置の加速化のための予算措置。
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要望② 林野火災対策等の充実

要望③ 災害備蓄品の配備増強と財源確保



現 状

■発災直後の混乱期に想定される業務

・避難施設の運営

被災 した自治体の職員を、発災直後から長期間にわたり、避難所に

配置する必要がある。また、発災直後のプッシュ型支援による、他市

町職員の応援受入れに係る配置と業務割 り振 りが十分機能 していない。

他市町からの応援職員の割 り振 りや、被災した自治体の職員を合む

ローテーション等の采配が課題である。

。応援物資の管理と配布

口 布宗昆3普森岳系τ亮客よ摯F「
数量管理と、避群所へ

1適

正数の配

E罰1竪1支 憂塚な堅そ堰奢:共

に、物資管理・仕分け 。輸送等、県職
昇
の人的

■県 )エゾンに期待する業務 ■県および市町のTKB充 足率
【県と市町のTKB必要数と充足率】

・派遣先町職員との連絡調整

・被災町の災害対策本部への支援業務

・被災町の支援要望内容の早期伝達と調整

・応援物資の適正な割 り振 りと物資輸送

。人員や避難所運営職員の早期派遣

。他の関係機関のリエゾンとの連絡調整

■県の責任における
TKB配 置の加速化

100

の配備計画を

に前倒しする

0
R8 R9R10RI:R19R13RllRISR16R17 1

“
今後10年間の予定 ―

今後5年間に前倒じ |

■県配備のTKB
コンテナ要望状況

ラシガオ海の病肇脇

・簡易 トイレ2セ ット (50人,1基 )
・炊き出しセット (loo人 11基 )
。段ボールベンドパ~テ ~シ ョンloo人分

日野町 7基

竜王町 1基

愛荘町 2基

豊郷町 1基

甲良町 1基

多賀町 2基

※令和8年度要望分
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自治体情報システムの標準化に向けた
円滑かつ確実な移行支援および運用支援

標準準拠システムヘの移行経費には、移行作業が一定進捗しなければ見積もることができない経

費が含まれており「デジタル基盤改革支援補助金」の上限額を上回る移行費用が発生するのは確実

な状況です。

加えて、運用経費も大幅に増嵩する見込みで、国の推計では全国平均で移行前の約1,8倍に増

加するとされており「運用最適化支援事業費補助金」が創設されたものの、補助率が1/2とされてい
る等、町の安定的・持続可能な財政運営には不十分な状況です。

こうした中、6町は『県DX推進事業』の支援を受け、また、全国町村会主催の『デジタル創発塾』ヘ

職員を派遣する等、DXの推進に向けてマンパワーが乏しい中、懸命に取組んでいるところです。

◆ 提案/要望の内容B理由

デジタル基盤改革支援補助金については、補助上限額と所要額に乖離が生じているとともに、移
行スケジュールも大幅な遅れが生じており、更なる移行経費の増加が見込まれています。
移行作業が円滑かつ安全に進むよう移行経費に射しては、引続き、見積精査の支援とともに、国
の責任において所要額全額を確実に国費により措置

することを国に働きかけること。

風 移行完了は11年度の予定です。

標準化移行後の運用経費については、システムの機能やセキュリティレベルの向上による増加、

ガバメントクラウド利用料等の新規経費の発生などにより現行の運用経費よりも大幅に増加すること

が確実です。

そのため、現行水準を上回る増加分については、自治体の実情に即した財政支援を確実かつ継

続的に国費により措置すること、ならびに、運用経費の低減に向け、令和7年 6月 にとりまとめられた
「自治体情報システムの標準化・ガバメントクラウド移行後の運用経費に係る総合的な対策」1こ基づ

き、運用経費の早期抑制に向けた取組を着実に推進するよう国に働きかけること。

標準化に伴い、関連する「標準化対象外システム」にも改修や再構築が必要となります。これに係

る移行経費も多大であり、今後、運用経費も増加する見込みです。これらが町財政に及ぼす影響は

深亥Jであるため、継続的な財政措置を国に働きかけること。

県全体のDXを効果的に進めるため、県と町で協働してDXを推進し、情報システム人材を共同で

採用 P育成。活用するための体制整備を主導すること。

【仮称:DXshpしがの機能】

・情報システム人材の確保・育成・標準化、ガバクラ化への対応、システムリプレイス射応。

・デジタルリテラシー向上研修等の実施、共同調達、情報システム管理運営等。

要望③ 標準化対象外システムの改修や再構築の経費への財政支援

要望④ 県町が連携したDX推進体制の整備

要望① 移行経費の全額国費措置

要望② 運用経費への確実な財政支援

令和
■
日
■
１
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■移 行 経 費  滋賀県HPより引用

o 八ンダー提案価格の不透明性 :標準化移行にあたり、既存ベンダニから「標準仕様への対応」
を理由に、当初想定を大幅に上回る改修費用が提示される事例が県内でも報告されている。自治

体側には積算の妥当性を評価する基準がなく、価格交渉が極めて困難な状況にある。

O 実勢価格と補助上限の乖離 :国の襦助金上限額の拡充後も、物価高騰や技術者不足に伴う人件
貴上昇により、実際の見積額が補助上限を大きく超過するケースが生じ、市町の大きな負担とな

つている。

O 関連システムの付随コスト'標
準化対象の 20業務以外でも、自治体独自の施策に関連するン

ステム等において、データ連携のための改修が連鎖的に発生している。これらの費用は現行の補

圧迫する主要因となつている。

■運用経費  デジタル庁HPより引用

標準化・ガ′彰アラ移行後に現時点で見積られている運用経費④
※移行後の経費は契約
額ではないため、今後
変動があり得る

【現行】 【移行後】

助対象外であり、市町の財政

くデジタル庁で把握している例>

D町…。人口 :6′000人程度、一般会計 :40億円程度
主な現行システムの形態 :自治体クラウド

47百万円/年

+101百万円
(3.1倍 )

148百万円/年

く主な増加要因>※自治体聞き取り

> 現行システムの経費fよ、標準化対象20業務と
標準化外の30業務 (水道、公営住宅、人事

給与等)をまとめて運用し、かつ、長期契約の割

弓Iにより、費用低減を実現。

> 移行後は、50業務分の一体調達や、アプ光
基盤の一体調達であ筐得していた全体で9割引が

消失。

>

T理巽鍵絆T

運用上非効率となつている。

> 現在、均等言虫1250/0、 人口害じ750/Oの負担割
合で費用按分をしており、人口が少なしヽD町は章

用負担がィJヽさくなうている

(移行後は、クラウ瞬u用料が従量課金となり、

自団体の料金をそのまま負担する形とならざるを

鋤 め、現在の投分方式の維持が
~難
しく、共

同利用団体間において、人口が多い団体に比べ

て移行後の経費の増加率が高くなつている)

(備考>
,移行前の「自治体クラウ隕 担金」には、標準化対象外システム♂)受用も含まれてしる。 3

べ

【県内ある町に対する見積の例】
基幹業務 (標準化対象業務 )
システム移行に伴うデータ抽出対応業務

(棒碧 :        
検益に関与る資料驀成と含まずあ移行先ベンダーとの打ち合わ捏

-4-
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物価高騰対策に係る事務執行の効率化と
支援体制の抜本的見直し

エネルギー・食料品等の物価高騰が長期化する中、政府の掲げる物価高騰対策は、困窮する国民
生活と地域経済を支える防波堤として、極めて重要な役割を果たしています。地方自治体としても、
国の方針を重く受け止め、住民に姑する迅速な支援の実現に向け、限られた行政資源を最大限に投
入しているところです。

しかしながら、現行の「物価高騰対応重点支援地方創生臨時交付金」を主軸とした支援スキームの

継続は、地方行政の現場に大きな歪みを生じさせている現状は否定できません。小規模自治体にお
いては、慢性的な人的資源の欠乏に加え、交付金事業に付随する要綱策定、対象者抽出および精
算業務等が、本来不苛欠である定例的な行政サービスの遂行を著しく圧迫しております。さらに、自
治体ごとの人的リノースの差が、支援の質や時期の乖離を招き、行政の公平性という根本的な理念を
揺るがしかねない状況にあります。

今こそ、国が進める「自治体システム標準化」および「マイナンバー活用」の枠組みを、単なる行政
効率化の手段に留めず、危機下における住民支援の基盤として本格実装すべき時であると考えます。
自治体ごとの個別村応を脱却し、デジタル社会に相応しい統一的かつ効率的な給付体制を構築する
ことは、地方行政の持続可能性を担保するための喫緊の課題です。国と地方が一体となり、この難局
を乗り越えるべく、広域自治体である県において、以下のとおり国への積極的な働きかけおよび、町を
支援する枠組みの構築を強く要望いたします。

◆ 提案/要望の内容・理由

地方創生臨時交付金等の交付金方式による個別姑応を改め、マイナンバーやシステム標準化の枠
組みを活用した、国主導による統一的。直接的な支援スキームの構築を国に対して強く働きかけること。

個別の自治体単独では対応が困難なシステム改修や給付事務の一部について、県が広域的なプ
ラットフォームや共同運用基盤を整備し、市町の事務負荷を軽減する支援体制を講じること。

新たな支援策の策定にあたっては、国に姑し、現場の執行体制を十分に考慮した制度設計を求め

ること。また、自治体が限られた人的リゾエスの中で最大限の行政サービスを提供できるよう、デジタル

化の推進に関する技術的・財政的な助言・支援を強化すること。

-5-

要望② 県による広域的な事務支援体制の構築

要望① 国に対する制度改革の働きかけ

要望③ 地方の人的リソースを考慮した政策的な助言・支援



■現状 :物価高騰対応重点支援地方創生臨時交付金

課題① :住む場所で支援の「金額」「時期」「方法」に格差

課題② :金自治体でシステム構築や郵送、窓口設置などの事務負担や事務経費の増大

課題③ :交付金事業の業務増により通常業務へ支障が出ている

課題④ :「基準日」が統一されていないため公平性が確保されない

■要望 :国主導の統一的システム (あるべき姿)

効果① :【全国一律・公平】住む場所による支援の格差がなくなる

効果② :【スピード給付】短期間で支給できる

効果③ :【地方自治体の負担減】自治体の事務負担や事務経費の減少

・デジタル商品券

・デジタル弱者が使用

できない。

交付金を配分

。現金給付

・給付まで3か月

窓日対応

・プレミアム商品券

・抽選漏れ有

・印刷・郵送コス ト大

プッシュ型・直接給付

(マ イナンバーカード・

公金受取口座)

-6



老朽危険空き家除却田活用促進事業の拡充等

良好 な生活状態

行政手続きフロー

＼空象発生息/＼住人が生活していきす!/

Q定 期的な換気、通水
む,盛の革むしり、清掃
ぎL外郎からの点検

> >
適切に性持されているが、
空き家となつた状態

少子高齢化や都市都への人口流出等を背景に空き家が急増しており、特定空家等への対応をは

じめとした対策は、住民の安全・安心な生活を守るための喫緊の課題となっています。

所有者の高齢化や相続の放置、未登記問題、さらには経済的な負担から解体・活用が進まない状

況が大きな課題となっています。

治安の維持、倒壊の危険性が高い老朽空き家の除却・土地活用を加速させるため、現在の制度の

拡充およびより実効性の高い新たな制度設計を求めるものです。

◆ 提案/要望の内容・理由

現行の補助制度では「建物解体費」のみが対象であり、「家財撤去費」が所有者負担となり、解体・

活用の意思決定を阻害する大きな要因となっています。家財処分費を補助対象 (または一定額の定

額補助)として明確に位置づけ、補助制度を拡充すること。

空き家除去,事業をより円滑かつ効果的に推進するため、現行の補助制度について、補助率の引上
げや、ネ甫助上限額の引上げ等の見直しを行うこと。

所有者不明で登記が進まない木安件や、訴訟リスクを伴う『特定空家』の判定・代執行について、町

職員だけでは人的・財政的に限界があります。また、『所有者探索から法的処理まで』のプロセスに

おいて、県による専門チームの派遣や法的な裏付けによる『伴走支援』を強化いただくことで、連携

体制を実効性のあるものにすること。
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要望② 県補助金の補助率および上限額の見直し

要望③ 連携体制構築による助言・伴走支援

要望① 「家財処分費」を対象に含めた補助要件の緩和・拡充



Ш
【写真はイメージです】

(1)適切な管理がなされない空き家が増加し、管理不全・特定空家等
への対応件数が増加している。

(2)内覧が困難な「残置物がある状態」でのバンク登録があり、成約に至らず登録期間だけが長期化

している物件や、活用の意思決定を阻害し、登録に至らない物件が増加している。

(3)相続が発生した後、未登記の状態が長期間放置され、所有者が多人数化
。所在不明化している

ケースが増力日。行政指導を行いたくとも、「誰に」を特定するだけで多大な時間と費用を要している。

(4)現行の補助制度では、解体費用に対する補助が極めて限定的で、自己負担が多額となり、除去,

意欲を削ぐ要因となつている。

滋賀県

百分の一黒である

逮露Rには、

38,600戸
の理き患があります。

H
(1)多くの所有者が活用の意思はあるものの「片付け費用」を理由に断念しているケースがあり、

補助制度の拡充により、より実効性のある選択肢を広げることが重要である。

(2)所有者が不明で登記が進まない案件や、訴訟リスクを伴う『特定空家』の判定・代執行につい

て、小規模 自治体では人的・財政的限界がある。

(3)「倒壊の危険性」を判定する基準が専門的であり、職員だけで判断しきれないケースが多くある。

また、判定の適正さを巡る所有者とのトラブル (訴訟リスク)が職員の心理的ハードルになつてい

る。

(4)個人財産への補助については、一定制限すべきであるが、条件付けやケースを限定して制度

を見直し・拡充するなど、県・町共同で取組む必要がある。

吟中

県全体の1■として汁岸すると、

6町には、

860戸
¢窒き車がありますⅢ

3 ,
6町の空き家戸数

雄計

ｗ報蹄申↓γ
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要望③ 地域間幹線バス等の安定的な運行維持

ま|ちづくり

要望② 近江鉄道全線存続に向けた財政支援

要望① 交通体系のり・デザイン(再構築)等

11

台目目函

信みh,ら オIる

要望④ 公共交通の利用促進を目的とした事業への財政支援

E

◆ 提案/要望の内容。理由

通勤、通学、通院等、利用者の様々なニーズに合った移動手段の実現に向け、県は市町間
をまたがる広域的な路線の再編、広域的な見地からの支援等、交通体系σ)『 り。デザイン』
(再構築)や、自動運転等、新技術導入の先導役、そして、市町・交通事業者間の調整役、
牽引役を担 うこと。

近江鉄道線の公有民営方式に伴い各町の財

政負担が重くなっているため、国に姑し、財

政支援の拡充を求めるとともに、鉄道用地の

無償譲渡による第二種鉄道事業者へ巨額の法

人税等の税負担が生じることについて、税制
上の特例措置を働きかけること。

引き続き、国に対して、地域交通ネット
ワークを「公共財 。社会インフラ」と位置付

け、維持するための財源を地方へ配分する仕
組みを制度化するよう求めること。

沿ほ地増公共交遍再生協臨金 H▼ HF負 担 金

近江僚道韓管理機4市 町 負 担 金 ・ 補 助 金

翻町620千円

(円 )

1′∝身O001∞ O

螂 ,(XX〕ρ∞

B00′ OOO,OOO

700′αηO∞

嘲 9現 0(X'

S叫∞ら0∞

3∞′町 0∞

1鳴α現0∞

973,555千 円

令和 5年度  令和 6年度  令和 7年度  令和 8年度

地域 F日日幹線バスぉよびコミュ■ティバス等の補助制度について、市町への補助の総額を
現状より後退させないこと。

特に、コミュニ>ィ バス等への補助にういては現実と大きく乖離した状態となっている
ので、まずは現状の把握を行うこと。
併せて、運行持続のために運転士不足の解消に向けた支援策を引き続き実施すること。

各町が実情に応 じた公共交通の利用促進事業を安定 して行 うための財源支援や県がスケ
ールメリットを活かした施策の基盤整備を検討すること。
また、滋賀デスティネーションキャンペーンでは」R駅のみならずJR駅のない町でも地域
公共交通の利用促進のきっかけになるよう配慮すること。

-9-



令和 7年度

日

郎えス『岡屋
[御
=嘔

県政世論調査・交通政策
鉄道やバスなどの公共交通に関する不満度

亀増口,a〔 A′ 日〕

……… 1,000～ S,000

-‐ い一‐5,000～ユC,000

-――- 10.000～ 30′000

-30fOm～
loo,∞o

嶺BAt負猫襲 増

▼

た1●市

再B市

滋賀地域交通計画では、住民の移動が自治体域を大きく越えて移動 していることが示されている。各町では、

自治体内または隣接自治体との地域交通を確保するため、コミュニティバスやデマンド交通等を運行している

が、住民の移動の実態とは合致 していない。

各自治体が運行する地域交通同士や県内の鉄道等のネットワーク化を図れば、より住民の移動
ニーズヘの対応

や利便性の向上に繋がるとともに、C02の削減にも資するものと考

▼6町の移動の状況

‐―手

運行状況

愛荘町
コミュニティバス

デマンドタクシー(愛のリタクシー)

日野町
コミュニティバス、チヨイソコひの

公共ライドシエア(実証実験)

竜王町
予約制乗合ワゴン(チョイソコリゆうおう)

コミュニテイバス

図出典 :滋賀地域交通計画

地域間幹線バスである近江鉄道バス『 日八線』 および『岡屋線』 の経

営が厳 しく、市町の負担が大きい状況です。

『県 コ ミュニティバス等運行対策補助金』については、コミュニ

ティバスの運行経費が年々増加しているにもかかわらず、前年度補助金額

が上限になっていることから補助金額が減額されており、地域公共交通の

活‖生化に向けたインセンティブが働きにくい状態となっています。

『県コミュニテ イバス等運行対策補助金」 と t経常績益計:円 f

『経常損益』

経常損益△ 114,783,758円

令和 5年度

(槃構動金 :円 )

13′叫 O(10

5,00呵 0(Xl

― 多賀町

田
“
甲良町

…
愛荘町

幹 竜工町

日野町

→ 経常損益

/ヽ 1lS,000,000

ど、115′ OIX〕′OOO

△ 114′ 09銹 (ll10

△ aュ B′ olxl,OOO

△ 112′ OOO′ OOO

△ 111,OOO′ O00

△ 110′ OOO′ lX,(l

/ヽ lo9′ 000′ OOO

△生08′ OOO′〔X,0

年度7令和年度6令和

運行状況

豊郷町
デマンドタクシー(愛のリタクシー)
町内巡回バス(定時便・デマンド)

甲良町
コミュニティバス

デマンドタクシー (愛のリタクシー )

多賀町
コミュニティバス

ギマンドタクシー (愛のリタクシー )

その他

県補助金

市町補助金

39%

県補助金

11%

その他

市町補助金

39%

-10-
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住民の安全 B安心な生活を確保するために

令和8年 5月現在、

滋賀県の警察宮一人当たりの負担人口 577.8人 は、

47都道府県の中で6番目に高い
令和7年4月 1日 の警禁法施行令の改正に伴 う滋賀県警然官定員基準の増 (60人 )により、令
和8年度の滋賀県警禁官す人当たりの負担人口は、前年度594.6人 よりも減少しました。

それに伴い、負担人口割合の全国者|`道府県)贋位は、やや改善傾向が見られるものの、未だに

ワース ト6位であり、『肇察刷新に関する緊急提言』における基準の負担人口500人を大幅
に 卜回 って しヽる状況ですぉ

また、令和7年の滋賀県刑法犯認知件数は8,670件 (前年 +523件)と なってお り、件数の増

カロイま令不日4年―から4年連続となります。

警察官数の増員により、増加を続ける犯罪への対応を更に強化できるように 6町各交番・

駐在所における警察官配置の適正化について毎年度精査 し、住民の安心安全が守られること

を強く期待 します。

◆ 提案/要望の内容・理由

(1)地域警察運営規則第15条の規定を弾力的に運用し、町の要請に応じた交番、駐在所の設
置を積極的に推進すること。

(21町の治安と交通情勢に的確に対応するため、必要な警察官を増員・確保され、既存施設
への配置を強化すること。

(31侵入窃盗等が増加している状況を鑑み、夜間の時間帯を含めて、町が指定した地域のパ

トロール活動を行うこと。

惚)各交番・駐在所警察官の異動時に、町からの要望により実施したパ トロールの情報の引
継ぎを行い、各家庭や事業者への円滑な巡回活動を実施すること。

交番、駐在所の新設ならびに既存施設の存続と人員配置の強化

-11-



■「トクリュウ」による犯罪手口の複雑・巧妙化

■ 無施錠の住宅等を狙つた侵入窃盗の増加

■ 交番・駐在所連絡協議会

交番・駐在所連絡協議会は、犯罪の未然防止及び的確な検挙活動等を行うため、地域住民の要望等を広く聴き、検

討や協議を行う組織。令和7年は、6町の交番・駐在所で計26回の協議会が開催。今後も地域の安心安全のため、積

極的な意見協議を期待します。

6町警部交番・交番 。駐在所

幅丼黒

輯:

尋

ヽ
、

と

尋 B
手査

け

加 岳
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犯 罪 認 矢B件 数 増 減 順 位 犯 罪 増 滅 率 l貢位ゴ巳目弔率卸1頁 1立ど巳罪認矢□1牛数‖頁1立
(多 ↓)

増激率市 町 名 増 減 半数 rlコ 町 名市町名 犯 罪 率市町名 発 生 件 数

県 計 10.4%碍罠言十 2652,819 県 計 20。 1県 計

愛 荘 町愛荘 町 2044 豊 郷 町 24.6愛 荘 町

3 竜 王 町 21.4%21.5 竜 王 町日里予町 27 愛荘 町

3.8%日野 町 1 日野 町竜 王 町 15.2竜 工 町 17

多賀町 -10多賀 町 -117 口野 町 13.3豊 郷 町

-30-3 甲良町多賀町 12.8 甲良町多賀 町 9

豊 郷 町 -37豊 郷 町 -10甲良町 11.7甲良町 7

令和7年『交番 B駐在所連絡協議会』の開催 び委員数

開催数  委員数

日野町

竜王町

豊郷町

日野警部交番  2回
桜谷駐在所   2回
必佐駐在所   3回
南比都佐駐在所 0回

竜工交番    3回
豊郷駐在所   2回

6人

4人

4人

4人

5人

6人

愛荘町 愛知川警部交番
秦荘東駐在所

秦荘西駐在所

多賀町 多賀駐在所
大滝駐在所

甲良町 甲良駐在所

2回

5回

1回

2回

2回

2回

6人

5人

4人

3人

5人

3人

秦荘東駐在所    秦荘西駐在所

口野警部交番

鰤

とニロ
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琵琶湖と環境、人々の暮らしを守り、それを支える森林づくりの推進

要望① 健全な森林づくりへの支援

◆ 提案/要望の内容・理由

現在、県内の森林は成木期を迎え、二酸化炭素吸収能力の低下という転換期にあります。脱炭素

社会の実現と水源保全を図るには、成木を伐採・不可用し若い苗木を植え替える「森林循環サイクル」
の構築が不可欠である。

停滞していた森林更新を促進し吸収率を最大化することは喫緊の課題であり、また、一方で豪雨時
の流木被害防止や保水能力の向上は災害に強い地域づくりに直結するため、その第一歩となる「皆

伐。再造林」の推進が求められている。

また、搬出間伐を強化して収益を山主へ還元し林業経営の安定を図るとともに、若い担い手を確
保し、植栽や下刈り等の技術を確実に継承していく必要がある。
ついては、国の補助金が減額傾向にあることイこ歯止めをかけ、森林の健全育成のための取組を着
実に推進できるよう、次の点について要望する。

(1)国において間伐や架線搬出および伐採後の植林、再造林に対する補助対象量の上限が引下
げられている中で、国への働きかけや県独自の支援を実施すること。

(2)花粉発生源姑策事業の補助率を堅持し、予1算を増額すること。

(3)若い担い手の確保および森林作業技術の継承に紺し、林業業界の魅力の紹介や滋賀もりづく
リアカデミーを通じた技術取得の場を引き続き確保すること。

(4)国。県が連携し、森林の持続的な健全経営が可能になるよう1こ必要な予算を確保すること。

皆伐
主伐

下メuり
温暖化防止と脱炭素の実現

災害に強い地域づくり

-13-
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要望② 森林境界明確化への支援

平成31年4月 1日 の森林経営管理法の施行以降、市町村が担う管理業務は増加の一途を

たどつている。森林整備の前提となる林地所有者の把握や境界の明確化には、多大な時間と

労力、地域間での合意形成が必要であり、県の継続的な支援が不可欠である。

健全な森林づくりは「境界明確化」なしでは進められない。境界を確定させることは、適正な

森林管理の前提であり、ひいては災害に強い地域づくりと、県民の命の水である琵琶湖を守る

ことにつながる極めて重要な施策であるので、次の点について要望する。

(1)県普及指導員や森林情報アドバイザーによる専門的な技術支援体制を拡充すること。

(2)県による指導・助言体制を整備し、町職員に対し定期的な技術指導を行うこと。

森林境界確認作業

ニホンジカの食害等による山林の裸地化は、伊吹山のみならず獣害捕獲が困難な奥山

全域で進行しており、このまま放置すれば、森林の有する水源酒養機能を著しく損なう

だけでなく、土砂の崩落を招きて下流域や琵琶湖の環境に多大な影響が及ぶことが危惧

される。

森林の健全な姿を守り、将来にわたつて豊かな水資源と国土を維持するためには、広

域的かっ積極的な対策が急務であるので、次の点について要望する。

(1)森林動物行動圏調査の推進や指定管理捕獲等の裸地化防止事業に対し、対象地域

の拡大を図ること。

(2)国に対し、十分な予算と実施体制を確保するよう強く働きかけること。

霊仙山の鹿

要望③ 山林の裸地化防止対策の推進
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鳥獣等被害防止対策の強化

イノシシ 2, 216千円 2, 740千 円 3, 717千 円 6, 018千 円
ニホンジカ 1, 353千円 940千円 3, 159千 円 3, 486千 円

6町被害総額   令和 4年 令和 5年 令和 6年 令和 7年

要望① イノンシ・ツキノワグマの緊急銃猟対応への支援

イノシシによる農作物被害 シカによる剥皮被害

◆ 提案/要望の内容・理由

鳥獣の保護及び管理並びに狩猟の適正化に関する法律の一部が改正され、令和 7年 9月 か
ら、一定の条件のもと市町村長の判断によって 「緊急銃猟」が可能になり、 6町では、 「イ
ノシシ・ツキノフグマの緊急銃猟対応マニュアル」の策定をすすめているところである。
ついては、当該マニュアルの策定ならびに運用に関する助言を行 うとともに、特に、ツキ
ノワグマの県内の生息状況の調査を早期に完了し、情報提供を行 うこと。

(1)捕獲報四州の大幅な増額ならびに若手や新規免許取得者のため、銃や防護服、ガンロッカ
ーの購入費用への補助や狩猟免許の取得、更新の申請手続きの簡素化などの負担軽減対策
を実施すること。

(2)市街地発砲に伴う「法的責任の明確化」や危険業務に従事することへの補償、高度技術
者の育成に関する取組の強化など、緊急銃猟の実施体制の整備を支援すること。

シカ、イノシシ、:ニホンザルならびに特定外来生物 (アライグマ、ヌー トリア、クビアカ
ツヤカミキリ)や重′点対策外来種 (ハクビシン)による農作物、森林被害の拡大を食い止め
るため、鳥獣の適正な保護管理と農作物・森林の保全の両面から対策を強化するとともに、
関連補助金の充実を図ること。
一方、近年、野生鳥獣が人家に侵入 したり、庭を荒らしたり、糞尿で汚 したりすることで、
生活に支障をきたす被害、所謂、生活環境被害の発生件数が増加 しているので、有効な対策
を実施するとともに、補助金を新設すること。

要望② 狩猟に携わる地域人材の確保と育成への支援

要望③ 農作物・森林被害防止対策の強化および生活環境被害防止対策の実施
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要望④ 滋賀県主導による広域的な捕獲の推進

鳥獣による被害は行政界を越えて起きることから、県主導で広域的に捕獲を実施する

こと。

特に、奥山や国定公園における鳥獣による生態系被害については、市町の要望を待た

ずに県主導で対策を実施すること。

現行の個体数調整事業は補助率が1/2であるが、県の予算が確保できておらず、満額交

付が得られない状況である。ユニット単位での管理計画が策定されたことにより、個体

数調整の要望が多くなることが予想されることから、補助金が満額交付されるよう1/2の

財源を確実に確保すること。

要望⑤ ニホンザルの個体数調整事業補助金の確保

現状と課題

野生鳥獣による農作物被害は、営農意欲の減退をもたらし、離農により耕作放棄や農地

のもつ多面的機能の衰退につながる重大な課題です。

また、町の一部の地域では、人家侵入や器物破損等による生活環境被害も発生するなど、

事態は深亥J化 しています。

しかしながら、農山村は、高齢化と人口減少が著しく、とりわけ、集落内部まで野生鳥

獣に侵食された中山間地域では、自営の防除活動が困難となつています。

このような現状の中でも、森林を住処とする野生鳥獣は移動が必然であり、近隣市町が

連携 して、地域に応 じた鳥獣被害対策を進めることが重要となってきます。

イノシシ、ニホンジカおよびニホンザルについては、県の管理計画が策定されています

が、広域連携における取組を県主導・主体で実効性のあるものとすることを同計画の柱に

据えて、長期的に対処していく必要があります。

本年度更新時期を迎えている保護管理計画

O滋賀県イノシシ第二種特定鳥獣管理計画 (第 4次)R9～ Rl,

O滋賀県ニホンジカ第二種特定鳥獣管理計画 (第 5次)R9～ R13

:件〕

免許は持っているが実際には活動しないペーパーハンか―が多く、実際の鳥獣害対策の

現場において即戦力となる人材が極端に不足しているという深刻な状況が生じている。

14397 128 18色竜74 114 11日 109… 29虚 71 8司

287234 241 214 287どBa 238 2年尋m… 苗 歳 114 196
410 425385 ЭSa aBu 40B301 32お 田 ど 誌 540'Wれ 歳 277
4GB 4917421 107 8911 ■533母4 482 鞘 増 419310～ .5, 畠 調 T

B丁lu8 1.189 電it鶴11282 を,227 1.241 1118母1,1田 112翻 11042 B.255嘔8…  れ
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若年層の県内定着と多様な働き方を支える人材確保・育成施策の強化

滋賀県では、若者労働力人口(15～ 29歳 )の割

合が年々減少し、地域産業の担い手不足が深刻

化している。また、高卒就職後 1年 目離職率16.7%

をはじめ、若者の早期離職が課題となっている。

さらに、県内大学・短大卒業者の県内就職率は

9。 3%にとどまり、進学を機に県外へ転出した若者
の多くが県外で就職している。価値観の変化や働

き方の多様化が進む中、若年層が県内で働き続け

にくい状況が頭在化している。

総労働力人口に占める若者労働力人口

(15～ 29歳)の割合の推移
8鳴0〔 Xl

7喝OIXl

60%0(Xl

S嶋0∽

4鳴0(Xl

30%OIXl

2(Xlp(xl

19弘0∞

0

25 1Xl%

21100%

15,∞%

lα∞
'`

5ЮO,`

00(卜/0

2005           2010          2015

-総 労働力八日 臨 若者労働力人日 (15～ 29歳l

2020

― 割合

若者が県内で働き、成長し、多様な働き方を選択できる環境整備は、地域経済の持続に向けた喫緊
の課題である。県において、人材確保・育成と若者の定着を一体的に推進する施策の強化を求める。

◆ 提案/要望の内容・理由

製造業をはじめ多くの工場や事業所が集積する本県では、若年層の人材確保が喫緊の課
題である。若者の価値観の変化や働き方の多様化が進む中、地域への定着を図るには、企
業と若者の相互理解を深め、ミスマッチを防ぐ取組の強化が求められる。
(1)企業の人材ニーズや職場r呆―境が若者に十分伝わるよう、情報発信を強化し、企業と若者の接
点を充実させること。

(2)インターンシップや職場体験の機会を拡大し、若者が就きたい仕事を明確化できるよう支援し、
ミスマッチの防止に努めること。

(3)高校生の就職希望の選択肢が広がるよう、全国的な動向を注視し、時代の変化に対応した人
材確保とキャリア支援に取組むこと。

県出身者が大学進学を機に県外へ転出し、そのまま県外で就職する傾向が続いている。
若者が県内で働くことを選択しやすい環境づくりは、地域産業の担い手確保に向けて重要
である。

(1)県 として、若者の県外流出の実態と要因を分析し、課題を関係団体と共有したうえで
効果的な対策を講じること。
(2)「若年層等確保・定着支援補助金」について、事業者への周知を進めるとともに、補
助対象の拡大など制度の充実を図ること。
(3)リ モー トワークの普及を踏まえ、県内どこに居ても県内企業とつながり働ける環境を
整備 し、ふるさと就業の選択肢を広げること。
(4)県 としてダイバーシティを推進し、誰もが個性を尊重され、安心して働き続けられる
社会づくりに取組むこと。
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要望① 若年層の早期離職防止と希望に応じた就業マッチング支援の強化

要望② 大卒者等のUターン促進と県内就職の拡大



若者の県内定着を進めるうえで、特に若い女性のUターン率の低さが課題となつている。

子育てや介護との両立、柔軟な働き方へのニーズの高まりなど、働 く環境に姑する期待が

多様化する中、誰もが能力を発揮できる職場づくりを進めることが重要である。

(1)子育てやワークシ手アリング、兼業・副業、リモー トワークなど、多様な働き方を選

択できる環境整備を進め、専門人材を含む多様な人材が活躍できる寛容な社会づくり

を推進すること。

(2)県の主導により、企業や大学と連携し、ダイバーシティ、ニューロダイバーシティや

女性活躍の取組を広げ、多様な人材が地元で働き続けられるよう、意識改革と制度整

備を進めること。

地域産業を支える人材を、滋賀で育て口滋賀で活かし・滋賀が元気に !

大学・短大進学者数

7,136人 (61.8%)
うち県内大学・短大進学者数

1,451人
全体の20.4%が県内で進学

就職者数 1,803人 (15日 6%)

0令和6年度就職者数のうち、

県内就職者数約1 650人 (91.5%)

進学状況

高卒者の就職状況

lE県内卒業者の進路状況

滋賀県教育委員会

進路状況調査資料

年3月卒業者

2日 人材確保のための課題

仰)県内大学生の県内就職率の低さ
→ 大学進学を機に県外へ流出し、そのまま戻らない構造が続いている。
→若者の“県内回帰"が弱く、地域産業の担い手不足を招いている。

(21高卒者は県内就職率が高いが、就職者数そのものが少ない
→ 県内企業は高卒人材に強く依存しているが、母数が小さく確保が難しい。
→ 特に製造業の多い本県では、若年層の減少が直接的な人手不足につながる。

13)小規模事業所ほど離職率が高く、若者が定着しにくい構造
→ 本県は中小企業比率が高く、若者が定着し1こくい構造的課題がある。
→ 企業情報の見える化、働き方改善、キャリア形成支援が不可欠。

●滋賀県内の大学・短大の卒業者のうち、

県内出身者の割合 24口 10/。

●滋賀県内の大学・短大の卒業者のうち、

県内就職者の割合 9日3%

就職日寺の】犬況(令和5年度最新)

大学事業所規模 高校

62.5%(+1.8P) 59.10/。 (+5.OP)5人未満
54.4%(+3日 lP) 52.7%(+3.lP)5～ 29人

42日4%(+1.8P)45日3%(+1日 7P)30～ 99人
35.2%(+2.3P)37口 10/。 (+0.4P)100～499人
32日9%(+2.2P)31.5%(▲ 0.3P)500～ 999人
28日 2%(+2.lP)27日3%(+0日 7P)1,000人以 _上

新規学卒就職者の事業所規模別就職後3年以内離職率
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滋賀デスティネーションキャンペーン
“癒しがいっぱいシガリズム"の深化

滋賀ならではのコンテンツ
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まちづくり

Wett―being

令和 8年から令和10年にかけて「滋賀
デスティネーションキャンペーン」 (以下
「滋賀DC」 という。)が開催される。
国内外からの大幅な観光客の増加や、

主要な観光地だけでなく、地方を訪れる

観光客の増加も期待できる。

6町の魅力ある地域資源を活用し、県
と町とが一層連携を図りつつ、一体的に

観光振興を展開する。

めぐる、つながる、ひろがる

こころとからだをととのえる旅

◆ 提案/要望の内容・理由

本県は、令和 7年度に国スポ・障スポ、県の様々な観光キャンペーン (「いこうぜ滋賀 。
びわ湖」、「戦国ディスカバリー滋賀・びわ湖」)が開催され、令和 7年度の観光入込客数
は、令和 6年度と比較して増加傾向 (+3.7%)にある。
また、令和 8年放送の大河ドラマ「豊臣兄弟 !」 や令和 8年から令和10年にかけて、県と
JRグルエプが連携した大型キャンペーンである「滋賀DC」 が開催されることにより、さら
に多くの観光客が見込まれる。

×

(1)「滋賀DC観光コンテンツ創出事業補助金」を継続され、町の実情に応じて柔軟に活用で
きるよう、補助対象要件の緩和と予算の増額を行うこと。
特に、町部は、宿泊施設が充実していないことに配慮すること。

(2)「滋賀DC交通二次アクセス対策支援事業補助金」を継続・拡充 (補助限度額の引上げ等)
されるとともに、」R沿線駅から各町を周遊するための交通手段の確保について助言を行う
こと。

なお、滋賀DCの終了後も、 JR沿線駅からの二次交通が安定的に確保されるよう、新し
い地域公共交通ネットワークを早期に整備され、財政的な支援を継続すること。

滋賀DCのレガシーをシガリズム観光振興ビジョン(成熟期)に反映

要望① 滋賀DCに伴う補助事業の継続・拡充

いまある観光資源の磨き上げ

未開発の観光資源の掘り起こし

JR沿線駅から各町までの

二次交通の確保
(自動運転やライドシェアの発達にも期待)
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要望② 各町の観光資源(特産品等)の積極的活用等

6町それぞれの観光資源を活用 した広域的な観光ツアーの商品の企画 。開発や市場の

拡大等についての助言をはじめ、総合的な支援を行 うこと。

また、観光地域づくり法人 (DMO)や 各町の観光協会への必要な県の支援を通して、
滋賀DCへの積極的な参画が促進されるよう、配慮すること。

アニメ X観光

映画やアニメ等のロケ地や舞台は、国内外の観光需要を喚起する重要な拠点となつています。観

光促進のためのコンテンツを 「聖地巡礼」の促進に活用するなど、ロケツージズムを推進 します。

1霞
i●
・洋1神

日野町 旧鎌掛小学校 豊郷町 豊郷小学校旧検舎群
ア  
ー

「X

×

アニメ「けいおん !」 の舞台
アニメ「中二病でも恋がしたい !」 の舞台

歴史・文化 X体験 X観光

地域の歴史や文化の魅力を伝えるため、見学だけでなく聞いて、触れて学ぶ貴重な体験の場を創出

します。

多賀町立博物館 愛荘町立愛知川びんてまりの館

郷土の風土や歴史を次世代へ伝えるべく、さまざま

な企画展を通じてその魅力を発信しています

建築 X観光

近年、「建築」を目的地として旅をするスタイルが、新たなムーブメントとして注目されています。

単なる観光地めぐりではなく、建築を通してその土地の歴史や風土を知るきつかけとなつています。

竜王町苗村神社                      甲良町立図書館

鎌倉時代の建築で、西本殿は
「国宝」にも指定されています。

古代建築の技法は圧巻です。

×

楼門 西本殿

総檜造りの「旧甲良東小学校」の旧校舎を

再利用。昭和レトロな雰囲気が楽しめます。

食 X観光

その土地の気候風土が生んだ食材 。歴史などによつて育まれた食文化を楽しみ、食文化に触れるこ

とを目的としたガス トロノミーツー リズムを推進 します。

日野町

日野菜漬入り和菓子

「菓想い」

竜王町

近江牛

愛荘町

地酒

多賀町

シャインマスカット

豊郷町

とよさとプリン
甲良町
こうら米

Ｌ
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ｒ
ｗ
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ψ
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持続可能な地域農業の明日に向けて

第2奪 目す岳す2035年 の安

‐ 唸

食料安全保障のカギを握る農業者の未来 !

農素・水産業の担い手が確保・育成されるとともに、生産者と消費者のつな
がりが深まり、離もが農業・水産業との関わりを患している。

0縄 滋寅の強みを活かして、未来を切り拓くこと力文鷺る、力強い農業`水産業
が営まれている。

高温耐性品種「ことさんさん」デビュー

滋賀県農業・水産業基本計画 (第 3期)の着実な推進

農業農村振興事務所による支援の強化

◆ 提案/要望の内容口理由

(1)令和 8年 4月 施行の食料シス>ム法に基づくコス ト指標の本県でのきめ細かな適用に
向けて、県として必要となる基礎情報の的確な収集や環境整備を行うこと。

(2)生産基盤の強化のため、小規模な町域での農業構造転換集中対策の着実な実施を期す
べく、県所管部署や県土連にて手厚い支援体制を構築すること。

(3)令和 9年度に大幅な見直しが予定される水田活用直接支払交付金等水田政策の内容に
っいて、営農意欲が維持できる支援単価も含めた具体の明示を国に求めるとともに、農
業者に姑して早い段階から周知や説明を行うよう国へ働きかけること。
併せて、多面的機能支払交付金 (ま るごと保全向上対策)、 環境保全型農業直接支払
交付金、中山間地域等直接支払交付金等の制度についても、抜

~本
的な見直しに伴い、取

組者や団体等が不利益とならない制度とするとともに、取組者や団体等の意欲増進等に
繁がる制度となるよう、国へ働きかけること。

(4)農地の大規模化、集約化に課題のある中山間地や類似地域の農地を地道に守る小規模
農業者について、多面的機能の維持等の点からも将来ビジョンを示すこと。

(5)弱体化する集落営農法人における雇用就農者の確保対策の強化に向け、「みらいのア
グリキャンパス構築事業」の拡充や一層の展開、農業大学校への集落営農の担い手育成
を目的とした専門コースの設置、また、全国の先進事例等の照会や支援の強化等を講じ
るとともに、集落営農組織そのものの意識改革と固定的な概れを払拭する取組など、直

多様な人が闘わる活動によって人と自然が共存する豊かな農山漁村に騒
わいが生まれ、その価値が高まるとともに、誰もがその思恵を隠識している。

気候変動や地球温媛化、自然愛害等のリスクに対応するとともに、琵琶湖
を中心とする環境と調和した『琵琶糊システムJが,次世代に引き継力=れる
ための取組として発展し、誰もがその取組と静りに感じている。

環境

要望① 農業者の所得向上対策・生産基盤・担い手確保対策の強化
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要望② 農作物の暑熱・高温対策および病害虫防除の取組

(1)近江米の暑熱 。高温対策として発表された高温耐性品種 「ことさんさん」の生産者レ
ベ

ルでの普及や、 「にじのきらめき」等の作付意向に応 じた種子の所要量の確保を積極的

に実施すること。

(2)イ ネカメムシやミナミアオカメムシ等の新たな病害虫も含めた被害対策について、地

域や品種ごとの防除実施が可能となるよう、環境こだわりとの関係やサポート組織の育

成確保等全県的な取組を推進すること。

(3)これらの姑策を近畿の米どころとして着実に実施するため、東近江農業農村振興事務

所および湖東農業農村振興事務所への普及員の増員や、県農技センター等の技術開発に

係る増強等を、県として一層の危機感をもつて取組むこと。

イネカメムシ ミナミアオカメムシ カメムシの吸汁による斑点米

(1)地域計画の実現に向けた担い手の機械整備等に対する国の補助金について、一部構造

転換集中対策による対応が始まつた一方、国の交付決定手続きの遅延等農業者への影響

が出ており、適期の設備導入が確保されるよう、国へ改善を働きかけること。

(2)農村保全を含む地域農業の維持に向けて、小規模や個人等を紺象とした県独自の補助

事業の拡充等を図ること。

‐ti:=|

o、受信● AG予2

コンソール GNSS受イ言機

要望③ 機械整備等(スマート農業)に対する補助金の拡充

2026年 米 5 kgあたりの平均価格推移
4′500      4,416_
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妊娠前から切れ日のない支援
～いまを進めよう!未来を育てよう!～

=:舛
・
・

目指すのは、自分のキャジアや健康

を大切にしながら、誰もが安心して未

来の家族を思い描ける社会づくり !

妊娠前からのヘルスケア (プレコン

セプションケア)から日々の仕事と育

児の両立まで、切れ日のない支援を

実施し次世代へつなぐ。

◆ 提案/要望の内容口理由

少子化の進行、若年層における望まぬ妊娠や人工妊娠中絶、
低出生体重児の増加、不妊治療件数の増加といった課題は、
依然として深刻な状況にあります。
「プレコンセプションケア」を主軸として、若い世代からの

健康増進に、オール滋賀で取組んでいきましょう ! 滋賀県プレコンセプションケア推進キャラクター

「ル コンちゃん」

(1)学校教育への組み込みの制度化

講師派遣事業を希望校のみの任意利用にとどめず、中学・高校の保健体育・特別活動等のカリ

キュラムに位置づけ、県内企校での実施を目指すこと。

(2)対象年齢の拡大と継続的アプローチ

現行の啓発対象年齢を拡大され、ライフステージに応じた継続的な情報提供の仕組みを構築する
こと。

(3)男性への啓発強化

プレコンセプションケアは女性のみの課題ではなく、男性の生活習慣・生殖機能にも関わることを踏
まえ、男性を対象とした啓発コンテンツ。本目談窓口を拡充すること。

(4)県 B市町 H医療機関との連携強化

県内市町の母子保健事業や産婦人科・助産師会等の医療関係団体との連携を強化すること。

(5)予算措置と広報の充実
「プレコンちゃん」等の啓発コンテンツをSNSや動画配信等でより広く発信するとともに、事業の恒常
的な予算確保を行うこと。

プレヨンセプ珀 ンケ7

要望① プレコン(プレコンセプションケア)の取組の推進
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高検生世代小中学生乳幼児

⑥(町 )

⑦合計(①～⑥の合計)

⑨町計③県計④(町 ) ⑤(県 )②(町 ) ③(県 )
年度

①(県 )

68,1団 ,308 255,950,394324,051,7626f358,821182,490,20468,1研 i368 68,I佃 ,369

252,535,291352.805!48G 100,270,1955,290,616187,070,663 40,096,18360,174,Ы 260,174,Ы 2

105,637f818 220,Ы 8,642331,650,46055,964,860 6,719,229169,626,45449,672,968 49,672,959

5歳児健診は母子保健法上の義務健診ではなく市町村の任意事業であるが、国は2028年度まで
の全

国展 Fヲf月を目指し推進している。健診医や心理職等の専門人材確保、実施体制
の構築、財政負担のあり

方などをめぐり、市町間で取組状況に差が生じやすいという課題がある。

すべての子どもが居住地によらず等しく必要な支援を受けられるよう、県による広域的な支援
が不可欠

であるので、次のことに配意すること。           一-5颯 児樫いのイメージ ーー
弾

(1)健診を担う専門人材の確保・育成に対する支援

・小児科医、心理職 (公認心理師・臨床心理士)、 保健師等   韓
―i m用 朧M潮肌

(2)健診後の支援体制 (フォローアップ)の整備

(3)保育所。幼稚園・認定こども園・小学校との連携強化

(4)受診率向上に向けた普及啓発

ゅ 0魏 0書無

子ども医療費助成事業については、自治体の財政力によつて格差が生じないよう全国統
一的な制度と

して無料化が早期に実施されるよう、引き続き国に働きかけること。

なお、国による制度が実現するまでの間は、県と市町が連携し
「子ども・子ども・子ども 子どものために、

子どもと共に」を推進していくため、乳幼児に対する医療費助成と同様の内容 (県 1/2、 市町
1/2負担)に

より、乳幼児から高校生世代に対する医療費助成 (経済支援)を実施すること。

子ども医療費助成の実績 (6町合計)

町や地域の事業者が保育士、幼稚園教諭を安定的に確保できるよう、人材確保と定着に向け
た施策

を継続的に実施すること。

特に、現場の保育士、幼稚園教諭以外にも、管理職を対象とした研修会や講習会を県
が実施し、保

育の質・職場環境・園の運営体制の向上を図ること。

また、現場の負担軽減に資するICTの導入について総合的な支援を行うこと。

国のこども未来戦略による「こども家庭センター」の運営や高齢者福祉分野における、
地域包括ケアシ

ステムの円滑な運用において、専門人材の不足が町の一番の課題である。

令和8年度より創設いただいた「県保健師の派遣制度」は、町から県
への派遣人材を要さず、町の

ニーズにかなった非常に有効な制度であるので、6町全てに派遣が拡充できるよう、必要な人員
の確保

に努めること。

要望③ 子ども医療費助成の拡充

要望④ 保育等人材の確保と育成への支援

要望⑤ 県保健師派遣制度の拡充継続

要望② 5歳児健診の実施体制の整備
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ギけ
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台霞目田
地域医療体制の充実
～ともにいきる 人の健康のために～

人口減少の波/医師・看護師の不足の壁

地域医療は、今ここが分水嶺

地域医療に影響する重要計画の見直しの年

「滋賀県保健医療計画」と「滋賀県医師確保計画」

◆ 提案/要望の内容・理由

(1)医師の確保対策については、重点医師偏在対策支援区域の設定による傾斜支援が開始され
るが、二次保健医療圏を単位とすることで平準化されるデータの中に地域個別の切実な実情が埋
没することのないよう、十分に配意して進めること。

(2)地域の開業医・診療所の実情を的確に把握され、積極的な事業承継支援を実施すること。

(3)地域の拠点病院である日野記念病院ならびに豊郷病院の医師・看護師、また、診療科の安定
的な確保について、更なる支援を行うこと。

専門性の高い病院外来から在宅医療へのスムーズなヶアヘの移行を進めるため、次の事項に配
意され、必要な支援を実施すること。

(1)在宅医療を担う医師、看護師の確保に有効なインセンティブ対策

(2)訪問看護ステーションの量的、質的な機能向上対策

(3)在宅医療を担う医師が不在時における姑応へのセーフティネットの構築

(4)地域包括ケアシステムの深化

病気やケガをした際に、必要な医療サービスや医薬品を安全かつ迅速に提供され、負担可能な
費用で受けられるようにすること。特に、子ども、高齢者、障がい者など移動に制約のある住民にとっ
ては、医療機関への物理的なアクセスが大きな課題となっているため、有効な移動支援について重
点的かつ迅速に姑策を実施すること。

また、医療DXの推進のための体制整備等について必要な調整ならびに総合的な支援を行うこと。

滋翼照保健医療計■

枷 け年にm嘲 朝 とロ

滋買黒

要望① 住民に身近な医療の確保対策の推進

要望② 在宅医療・訪問看護体制の強化

要望③ 医療アクセスの充実
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要望④ 妊産婦・子どもの安全安心のための医療提供体制の充実

(1)乳幼児健診を行う健診医、園医、学校医を安定的に維持確保できるよう、広域的な医師の斡旋

を可能とする仕組みの構築について県医師会等と調整を図ること。

(2)医師多数の地域から医療資源不足地域への、産科・小児科医の戦略的な配置・派遣体制を強

化し、どこに住んでいても安全に安心して妊娠・出産・育児ができるよう、広域的な周産期
・小児数

急医療提供体制の再編と維持に取組むこと。

また、小児救急医療については、県内の拠点病院や消防と連携し、小児救急ドクターカーの配置、

運用の拡大、ドクターヘリ運航時の不ムーズな連携など、適切な判断のもと迅速に搬送できる体制

の確保に万全を期すること。 |

(3)産後ケア事業 (宿泊型・通所型・訪問型)の実施主体となる医療機関や助産院
への開設・運営

補助を拡充する等、需要と供給のバランスにあつた施策を実施すること。

目指定の県内の支援区域は甲賀地域のみ

二次医療圏単位でデータが平準化され、

町の厳 しい実情が埋没しないよう、配意

を求める

………
ⅢⅢ……●■‐_"… …Ⅲ………‐…Ⅲ…Ⅲ………Ⅲ……

ⅢⅢ

都道府県による医師の配曽調整のイメージ

息嘲灘翻蓼|

“

訪間看護ステーシヨンの機能強化支援

・事業所や人材の確保へのインセンテイブ対

策、職員への研修、圏域を越えた事業所間

の連携の調整

令和8年 4月 から滋賀県立総合病院で

小児救急ドクターカーの運用が開始
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高齢期の暮らしを支える地域社会の実現

次期レイカディア滋賀 高齢者福祉プランの着実な推進等
～人生刊00年時代をともにいきる～

年齢や心身の状態にかかわらず、その人らしい

居場所や役割があり、その存在が認められるととも

に、就労やボランティア、地域活動、文化芸術、ス

ポーツ、健康づくりなど多様な活動に参画できるよ

う、フレイル (心身の虚弱)予防、社会資源とのつ

ながり支援、そのために必要な移動支援等が必要

です。

また、ヶアを提供する家族や周囲の人も自分ら

しく生活できるよう、社会全体での理解や支援を

進めることも重要ですδ

◆ 提案/要望の内容・理由

高齢化の進展及び人日の減少等により、保険料や

サービスの提供に地域格差が生じており、また、介護

給付費の増加による被保険者の保険料の更なる高騰

が懸念される。

現行の国庫負担割合 (居宅給付費の25%、 施設等

給付費の20%)の確実な負担や、調整交付金を別枠
とするなど財政支援の充実を強く国に働きかけること。

また、小規模自治体の介護保険財政に対する懸念から、市町村単位の保険者の在り方を見直

すことについては、国の責任をもつて速やかに方向性が示されるよう働きかけるなど、持続可能な

介護保険制度の構築に向けての取組や議論が深化するよう努めること。

※滋賀県町村会では、令和8年 7月 22日 に厚生労働省に対する要望活動を実施しています。(写真)

2040年を見据えた介護人材の需給推計によると、本県は、約9千人の人材不足に陥るとされて
いる。こうした状況のもと、町部では、既に高齢者の数が減少に転じている町もあり、市場原理から

すれば、事業所の撤退や人材の流出が市部に先行して起こることが憂慮される。

県内において介護基盤の空白地域が生じないよう、介護事業所と介護人材の確保等について、
町部への重点的な支援を行うこと。

要望① 介護保険制度の持続可能性を高める

要望② 介護事業所・介護人材の維持・確保
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要望③ 療養から看取りまでを支える体制づくりの推進

県内のどこに住んでいても、住み慣れた地域や望む環境で、自分らしい

暮らしを人生の最終段階まで安心して続け、本人の希望にそつた最期を

迎えることができるようにするため、「在宅医療」ならびに
「在宅介護支援」

の体制の充実強化ならびに両者の連携促進についてイニンアテ身ブを

発揮すること。

また、※人生会議 (アドバンス・ケア・プランニング:ACP)の取組や頼れる身内のいない高齢者、認知

症の高齢者に対する支援体制の構築を早急に進めるとともに、QOL(クオリティ・オブ `ライフ:生活の

質)を向上させ、穏やかなQOD(クオリティ・オブ・デッド:死の質)に移行させるための取組や体制の構

築について、オール滋賀の取組を推進すること。

※人生会議 (ACP)とは、

もしものときのために、自分が望む医療やケアについて前もって考え、信頼する家族や医療
・ケアチームと繰り返し話

し合い、共有する取組のことです。

砕

介護保険料・標準月額の推移 (第 1期～第 9期 )

保険料の地域格差拡大

― ◆
-0-◆ 0-

現在、最大2,000円になり、約3倍

―●―日野町

―●―竜王町

―◆―愛荘町

―◆ぃ豊郷町

―
甲良町

多賀町

―●―東近江市

ぃo― 県平均

―●―全国平均

25000

第 1期

(‖ 12～ 14年度 )

第 2期

(旧ユう～17年 度)

第 3期

("18～20年度)

第 4期

(H21～ 23年度)

第 5期

(H24～ 26年度)

第 6期

(H27～29年 度)

第 7朗

(H30～R2年度)

第 8期

(R3～ S年度)

第 0朗

(R6～ 8年度)

8,000

7,000

6,000

5,000

4,000

3,000

０００

（
円

）

介護職員の推移および介護職員の不足見込み

（

人

）

H30(2018) R2(2020)  R412022)  R6(2024)  R8(2026) R10(2028) R12(2030) R14(2032) R16(2034) R18(2036) R2012038) R22(2040)

一
介護職員数 十  F必要職員数

一
不足する職員数

(出典)介護サービス施設・事業所調査/R7年度第3回 2040年 に向けた人材確保対策検討部会資料より抜粋

2782527363

25311
24407

26217     26902

20067     20549     20884

22300
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河川整備等の推進

近年、全国各地で記録的な豪雨・台風が多発し、県内においても平成29年の台風21号による
日野川支川新川の決壊や、また、令和8年 7月 、甲賀市で発生した土砂災害により、県内では61

年ぶりに災害救助法の適用が決定されました。気候変動の影響により水害。土砂災害は激壱化・

頻発化しており、流下能力の拡大や堤防強化等の河)|1整備に加え、浚渫や竹木伐採等の適切な
維持管チ里を計画的かつ継続的に実施し、切れ日のない治水対策を推進する必要があります。

◆ 提案/要望の内容 B理由

滋賀県河川整備5箇年計画の着実な実施に必要な予算を十分確保するとともに、近年の気候
変動による降雨量の増加等を踏まえ、必要な河川改修を積極的に推進すること。
また、日野川については、東近江圏域河川整備計画において「整備実施区間」および「整備時
期検討区間」に位置づけられた中流部を含め、沿川住民が安心して生活できるよう早期の河)|1改
修を進めること。

併せて計画に位置付けされていない県管理河川についても、護岸や河川施設の老朽化が進
行していることから、必要な改修や維持管理を計画的に実施すること。

不飲川 (愛荘町 長野)               日野川 (竜王町 弓削 )

出雲川 (日 野町 Jヽ御門 )   犬上川 (甲 良町 金屋 ) 芹川 (多賀町 栗栖～河内方面)

要望① 滋賀県河川整備5箇年計画の着実な実施
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要望② 災害の未然防止のための浚渫および竹木伐採の実施

河川内の上砂堆積や竹木の繁茂は、河川の流下能力の低下や、氾濫の要因となることから、

災害の未然防止に向けた継続的な対策が必要です。

(1)河川の流下能力を最大限発揮できるよう、浚渫および竹木伐採を継続的に実施し、適正な

河川管理に努めること。

(2)地域住民と行政が連携して取組む河川愛護活動事業については、担い手不足や高齢化、

機材を扱える人材の減少等により活動の継続が難しくなっています。団体要件の緩和や活動

回数に応じた補助の導入等、地域の実情に応じた河川愛護活動事業とすること。

(3)計画的に治水対策や防災・減災対策が推進できるよう、防災・減災に資する地方財政措置

について、引き続き必要な財政支援の確保について国へ積極的に働きかけること。

■浚渫要望

四手川 (多賀町 大岡)

岬

南川 (甲 良町 長寺) 岩倉川 (豊郷町 吉田)

宇曽川 (愛荘町 蚊野外 )

■竹木伐採

犬上川 (多賀町 金屋橋→猿木)

砂川 (日野町 清田)

日野川 (竜王町

'H守

)

祖父川 (竜工町 須恵日鵜川)

佐久良川 (日野町 安部居 )
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道路等の整備促進

道路は、住民の日常生活はもとより、社会・経済活動や観光を支えるとともに、災害時の避難・

救援活動、物資輸送、復旧活動等を支える重要な社会基盤です。近年、道路整備は着実に進め

られてぃるものの、県内には、未整備区間が多く、慢性的な渋滞が発生している箇所があり、物流

や地域経済への影響が生じています。また、頻発する自然災害への備えとしても、信頼性の高い

強靱な道路ネットワークの整備を着実に進める必要があります。

◆ 提案/要望の内容B理由

国土強靱化の取組を切れ目なく中長期的に進めるため、「国上強靱化実施中期計画」に基づく
予算を積極的に活用し、道路整備に必要な社会資本整備総合交付金等の財源を十分確保する
こと。

滋賀県道路整備アクションプログラム2023の着実な推進に必要な予算を確保するとともに、計

画的かつ着実に事業を推進することも

併せて、地元住民から強い要請がある補修・修繕については、アクションプログラムの掲載有無
にかかわらず、地域の実情を踏まえ、適切に対応を図ること。

国道8号、306号、307号は、生活道路・物流道路として交通量が非常に多く、朝夕を中心に慢
性的な交通渋滞が発生しています。交通の円滑化や安全性の向上を図るため、渋滞対策や道路

改良を促進するよう引続き国に働きかけること。

彦根から東近江区間の国道8号〉ミイパスの整備については、事業の着実な推進と早期完成に

向け、引き続き国に働きかけていただきたい。また、近江人幡 i野洲区間については、一体的で切

れ日のない整備を実現するため、「交通円滑化や幹線道路の機能強化等に係る調査」を着実に

推進し、早期事業化につながるよう引続き国に働きかけること。

要望② 滋賀県道路整備アクションプログラム2023の着実な実施

要望① 国土強靱化対策の推進に向けた財源確保

要望④ 国道8号バイパス等の早期整備

要望③ 国道8号、306号、307号の慢性渋滞の解消
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町道愛知川栗田線

国道8号に直結する重要な幹線道路

一部狭除な区間や、歩道がない

愛荘町 愛知川

アクションプログラム2023の実施

取組状況と課題

主要地方道彦根人日市甲西線

交差点改良

甲良町 在士

国道8号

渋滞解消・整備促進

竜王町 西横関

町道西大路鎌掛線

国道307号のパイパスとしての整備

全線が狭降道路

日野町 西大路・鎌掛

主要地方道近江人幡竜王線

離合困難な集落内を大型車が

通行し危Πtt。 バイパス化の整備

竜王町 林

町道吉田秦荘線

湖東三山スマートICへ向かう重要な

道路、当初予定台数の2.2倍の伸び

豊郷町 吉田

一般県道西明寺安部居線

完成した第1工区に引続き国道

307号までの第2工区の早期実現

日野町 安部居他

主要地方道上山蒲生近江人幡線

新名神高速道路から名神高速道

路を結ぶ主要道路として整備

日野町 鎌掛

国道8号、306号、307号の慢性渋滞の解消

国道307号

積雪時の対応、縦断勾配の緩和

自転車歩行者道設置

多賀町 多賀・敏満寺

国道307号

渋滞解消

日野町 安部居

国道8号

渋滞解消

愛荘町 愛知川

|

|
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地域教育力向上支援事業の継続

地域教育力向上支援事業は、滋賀の教育大綱の柱Ⅱに掲げる「学びの基盤を支える」を実現
するためにも重要な事業と言えます。県内6町では、それぞれの地域特性を活かした特色ある
教育を展開するとともに、地域固有の教育課題に対応することで、地域全体の教育力向上を目
指して取組んでいます。

今日の急速に変化する社会において、子どもたちが「確かな学力」を確実に身につけ、地域
の一員として必要な資質・能力を育み、主体的に判断し行動できる力を養うことが求められて
おり、学びから誰一人取り残されないようにすることが重要です。
これまで取組まれてきた「地域教育力向上支援事業」はこうした理るを実現するための重要
な役割を担っており、その成果も大いに評価されています。
地域教育力向上支援事業を継続し、滋賀県全体の教育力向上をさらに推進することを強く要
望いたします。

◆ 提案/要望の内容・理由

県内6町では、限られた人員の中で、地域の教育課題に紺応する努力を続けているものの、
町の規模から教育研究所が設置されておらず、町独自の教育力向上を図る取組には限界がある。
このような状況を支援するため、令和 2年度から開始された「地域教育力向上支援事業」によ
る各町500万円の財政支援は非常に大きな効果を上げている。
6町それぞれの地域特性を活かした学びをよリー層推進し、「地域とともに育つ子どもた
ち」を実現するため、地域教育力向上支援事業を継続・拡充させること。

全国学力・学習状況調査の結果(滋賀県では多くの教科で平均I答率が全国平均を下回つて
いる現状にある。滋賀県の教育大綱では、子どもたち一人ひとりが自ら学び、封話を交えなが
ら深い学びを実現し、主体的に課題を発見し解決していける学力の育成を基本方針に掲げてい
る。この理念を踏まえ、高い教育効果を持つ支援環境の拡充が必要不可欠である。
基礎学力の向上を図るため、子ども自身の学ぶ意欲を高め、「思考力・判断力・表現力」を
育むための学習支援の強化のほか、教員の専門性を高める研修ならびに学習環境の充実を図る
などの取組を強化すること。

要望① 地域教育力向上支援事業の継続

要望② 確かな学力を育成するための支援充実
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「地域教育力向上支援事業の成果」

事業名 事業の成果

日野町 1学習支援配置事業

生きる力を育む学校体制事業

キラリと光る教育による学力向上

竜王町  推進事業

幼小中系統的英語教育推進事業

学び合つぷ推進事業

愛荘町

外国籍児童生徒教育支援事業

豊郷町
学習支援員 '生活指導員配置

事業

甲良町 ―子育て支援日家庭支援事業

1支援員の個別のかかわりにより、子ども一人ひとりが自分

|の 目標を立ててコツコツと学習に努力する姿勢が育つてき
「
た。

1管理職が、学習支援員から、日ごろの思いや支援の在り方

|について聞き取り、子どもたちの「確かな学力」に結び付け

!ている。

いじめの早期対応に効果があり、すぐにケース会議を実施

し全校体制で対応ができた。教室に入りづらいと感じ、不適

応行動に出てしまう児童生徒に寄り添い、担任や教育相談

主任とも連携を密に取るなど大いに役立っている。

集中力の強化と脳の活性化をめざした『徹底反復学習 (竜

王チャレンジタイム)」等の取組をさらに充実できた。

ALTが外国語の授業で支援することでネイティブの発音・表
情に慣れ、積極的にコミュニケーションをとろうとする姿が見

られた。さらに、同じALTが園から中学校まで指導すること
で、縦のつながりを意識し、発達段階にあわせた指導をす

ることができた。

全国学カロ学習状況調査の「書くこと」の領域においては、

目的や意図に応じて書き表し方を工夫する力が身に付き、

小学校では日標値を達成することができた。

1児童生徒の微妙な心のニュアンスが伝わりにくかつた指導

1者にとつても、指導員 E支援員が間に入ることで、児童生徒

|への理解が深まつた。

小学校については、TTや少人数での指導など、学習支援

員・生活指導員を有効に活用することにより、家庭での学習

習慣の定着を進めることができた。

中学校については、今年度の結果を踏まえ、学習支援員・

生活指導員の活用方法について再検証を行い、家庭での

学習習慣の定着化を図りたい。

.保健師・公認心理師目指導員が、子どもや保護者と面談を―
繰り返し行いながら、健康口心理 E発達面を考慮し子どもの

1特性に応じた学習や居場所つくりの提供をおこなつた結果、

1前向きに学習する気持ちを取り戻し再度登校できるようにな

|つた児童やなごみ (適応指導教室)に通室できる児童が増

えた。

各担任との連携により個別の関わりを行うことで個に応じた

細やかな支援を継続してきた。このことにより、児童が安心

して質問をしたり困つたことを相談したりできる関係が構築さ

れてきている。

多賀町  教育支援員配置事業
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学校施設環境改善交付金制度の改善

学校施設は、児童生徒が,い身ともに健やかに成長するための学習および生活の場である
と同時に、地震等の大規模災害時には地域住民の命を繁ぐ防災拠点 (避難所)と しての役
割を担う極めて重要な施設です。

各町では、老朽化が進む施設の長寿命化対策に加え、 トイレの洋式化やバリアフリー化、
さらには近年の猛暑対策として体育館への空調設備設置など、現代の教育ニーズと環境の

向上に向けた整備を計画的に進めています。

併せて、文都科学省からは避難所となる公立小中学校等の体育館等への空調設備の整備
を加速するよう依頼されています。

しかしながら、現行の「学校施設環境改善交付金」制度においては、予算編成のあり方
や積算基準が実情に即しておらず、町の事業執行に多大な支障が生じています。
つきましては、各町が計画する整備事業を確実に遂行できるよう、県の支援と下記事項
にかかる国への働きかけを、強くお願いいたします。

◆ 提案/要望の内容日理由

公立学校施設整備予算が、毎年度、当初予算以上の額を補正予算によって対応されている現状
は、町の計画的な事業執行を妨げる要因となっている。

特に、学校施設整備は夏季休業等の長期休暇期間を最大限活用して集中的に行う必要があるた
め、当初予算において必要な支援を確定できるよう、当初予算規模の抜本的な改善を図ること。

干ノ巳行の交付金算定基準となる配分基礎額は、昨今の激しい資材価格の高騰や労務単価の上昇と
いった市場の実勢価格を十分に反映できていないも町の過度な財政負担を抑えるためにも、実勢価
格に基づいた配分基礎額となるよう引上げを行うこと。

社会情勢の変化に伴い物価上昇が継続する中で、事業費が従来の補助限度額を大きく超える事
態が常態化しており、町の財政を圧迫している。現下の価格水準を考慮し、事業費の実態に見合った

交付限度額に引上げを行うこと。

要望① 当初予算における必要十分な予算規模の確保(当初予算の改善)

要望② 酉己分基礎額の引上げ

要望③ 交付限度額の引上げ

文部科学省の空調 (冷房)設備設置状況の調査によると、令和7年5月時点で全国平均の設置率が22.7%で
あるのに対して滋賀県の平均は12.90/。 となっている。

背景・・・

O物価・人件費の上昇による工事費の増大

O断熱機能の整備等が平行して必要となり新築並みの費用負担が生じる

O学校施設環境改善交付金、緊急防災・減災事業債 (令和12年度まで)のいずれを活用しても、小規模な
町にとっては、自主財源の拠出が過重に圧し掛かる→財政力の差により格差が生じている
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公立学校施設整備費予算額の推移 (平成29年度～令和8年度)
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平成29年度 平成30年度 令和元年度 令和2年度 令和3年度 令和4年度 令和5年度 令和6年度 令和7年度 令和8年度

■当初予算額  口補正予算額

(注)平成29年度～令和6年度予算額は防災・減災、国土強靱化関係予算を含む。

令和4年度予算額までは認定こども園分の予算を含む。

令和6年度補正予算額は空調設備整備臨時特例交付金 (779億 円)を含む。

端数四捨五入のため合計は必ず一致しない。

沖縄分については内閣府において計上。

今後の学校施設環境改善交付金活用予定

2,552
606

667

662

口野町
日野中学校照明器具更新工事、日野小学校職員室空調機更新工事、

必佐小学校改修工事、小学校校舎空調機更新工事 (日里予・西大路・桜谷・南比都佐)

竜王町
竜王中学校トイレ改修、竜王西小学校体育館改修 (空調設備含む)、

竜王中学校体育館改修 (空調設備含む)、 新学校給食センター整備

愛荘町

愛知川小学校普通教室棟1等長寿命化改良工事、愛知川小学校普通教室棟2予防改修工事、

愛知川東小学校校舎棟2長寿命化改良工事、秦荘中学校特別教室1束長寿命化改良工事、

愛知川東小学校校舎棟5予防改修工事

*各校体育館改修 (空調設備含む)←改修時期等未定

豊郷町
豊郷小学校空調設備改修、豊郷幼稚園空調設備改修、

豊郷小学校屋内運動場空調設備整備、
日栄小学校屋内運動場空調設備整備、豊日中学校屋内運動場空調設備整備

甲良町 甲良町立学校 (ノト学校・中学校)空調設備改修

多賀町
多賀中学校トイレ改修 (第 2期 )、 多賀小学校校舎空調設備更新、

大滝小学校校舎空調設備更新、多賀中学校校舎空調設備更新
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次世代校務DXの推進
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次世代校務DXガイドブック(令和7年 3月 策定)
～都道府県域内全体で取組を進めるために～

'学校 だ 力 ′ノぢフ ま方 改 革
・教 育活 動 の賜

・表言現場のと/ノノギ/ヌ磨察

オール滋

'Z野の捕助金、鯵 の首義呑■■罵

ゴ ヌ劣―ノ
″メノノかの霧

雛 冥ラ【専戸写控少寂乾羽広を今
"

で取組む体制を することへの調 能の発揮

令和 6年庁末時点  ICT支援昌の配置  全国40番日の状況改善

要望② 地方財政措置の弾力化等

要望① 統合型校務支援システムの共同調達の実施体制の整備

要望③ ICT支援員等の確保・配置の推進

◆ 提案/要望の内容・理由

全市町が参加する「統合型校務支援システムの共同調達の実施」は、教職員の働き方改革の推進
や自治体の経費節減などに効果が見込める有効な選択肢の一つである。
ついては、総合的な調整機能を有する県がイニシアティブを十分に発揮できるよう、必要な人員と
財政的支援を行うための予算を確保すること。

【国が示す方向性】
・クラウド前提の校務支援システム
・校務系。学習系のネットワークの統合 (ゼロトラストを前提とした統合環境への移行)
・データ標準化とワンスオンリー

統合型校務支援システムの導入には、非常に大きな費用負担 (イニシャルコストおよびランニングコ

スト)が想定される。そのため、文部科学省所管の補助制度の拡充 (共同調達による補助率の嵩上げ

等)や当該補助制度と「デジタル活用推進事業債」の併用、加えて新たな補助制度の創設など、地方
財政措置の弾力化を図るよう、国へ働きかけられるとともに、県独自の施策として財政支援を実施する
こと。

次世代校務DXをはじめ、加速度的に進む教育のデジタル化1こ伴い、小規模自治体では専門人材
の確保が難しいことに加え、ICT担当についても少人数かつ兼務が多くなつている。そのため、文部
科学省所管の補助制度において、ICT支援員等の人材配置に関する財源支援のメニュー化につい
て国へ働きかけられるとともに、県独自の施策として財政支援や支援人材の派遣を行うこと。

-41-



O県内自治体が導入している統合型校務支援システムのメーカー名

東近江市 栗東市 高島市 画 湖南市スズキ校務(スズキ教育ソフト)

愛荘町 長浜市 草滓市野洲市 甲賀市デジタ,レ校務(内限洋行)

彦根市 米原市C4th(EDUCOM)

Te― COmposs(文漢堂) 近江八幡市 守山市

大津市校支援(両備システムズ)

evanix(スズキ教育ソフト)

O統合型校務支援システムの共同調達のメリット

出典 :滋賀県教育委員会作成資料

システム統■イと↓韓 るメリットの例

一
）

レ 咽響園
爾違革務の省力化 罰違員用の抑朝 森番の負盟軽漑

市区町村の担当者がそれぞれ

の地域で調達業務を千子うぷ要

がないので、調達業務の省カ

化につながる

部道府県が一括して導入を行

うことでコストメリットす,く勘き

やすく、調達費用を抑制でき

る

システムの統一化を行うことで、

市匡町村をまたぐ教職長の票動時

にも同じシステムを,舌用でき、業

務の交脚 とにつながる

撃 > ぜ 鰤
データ速経の推遠 セキュリティ観繰

ンステム統一により、データの規格が都道府県域

内で統一され、校務支援システム間のデータ移行

や高枝入前の調査書データの送信等、データ連携

がしやすくなる

システム統一により、セキュリティ整備に人員・コス

トを割きにくい小規模な市区町村の情報も一定以上の

セキュリティレミルで管理でき、域内での教育情報セ

キュリティポリンー等のルールもある程度統T化さ

れ、策定しやすくなる

0乱
―
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滋賀県立口野高校と滋賀県立愛知高校の両校は、いずれも創立100年以上の歴史のある伝統校

元気な高校生の姿が町の日常風景にあることは、地域に活力を生み出す源になる

◆ 提案/要望の内容・理由

少子化の進展に加え、私立高校の授業料無償化や人工知能(AI)の普及が急速に進むなど、社

会情勢が大きく変化している。このため、県立高校の在り方を検討されるにあたっては、更なる魅力の

創造に比重を置きながらも、再編に踏み込んだ議論が避けられないと認識している。

そのような中、郡部に存立する県立高校は、単に若者への教育機会を提供するという役割だけでな

く、地域社会のつながりを醸成し、地域の活力を支える役割も果たしており、地域の持続可能性を守

るため、必要不可欠な存在である。

数値やコストだけで再編を判断するのではなく、地域特性や教育の公平性に配慮して慎重に議論
を行うこと。

また、地域社会の声を丁寧に拾い上げ、地域住民との対話を通じて、学校と地域の共存を目指し

た長期的な施策を確立すること。

県立高校の魅力化については、令和5年3月 に策定された「滋賀の県立高等学校魅力化プラン」に
より、県内を7ブロックに区分し、それぞれの圏域に存立する県立高校ごと1こ指定された5つの重点的
に取組むべき方向性に沿つて進められている。

プランの策定からの経過期間は短いものの、社会情勢が急速に変化しているので、これまでの成果

を検証され、新たな重ザ点事項の設定や組合せの再編の必要性を検討すること。

また、私立高校の授業料無償化を踏まえ、ノフト面だけでなく、ハード面の魅力化を進めるための予

算を確保され、郡部に存立する県立高校の早期、重点的な対応に配慮すること。

要望① 地域特f性を踏まえた教育機会の公平性の確保

要望② 県立高等学校魅力化プランの充実
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日野高校では、生徒による実践的

な学きの一環として「日野高カフェ

@Home」 を運営しています。

近江鉄道日野駅構内の施設「なな

いろ」を舞台に定期的に営業を行い、

原価計算や接客などを実地で学びな

がら、地域とのつながりを深めてい

ます。

2025年の通学定期の改本し通過回数から、近江鉄道の日野駅、愛知川駅を起点・終点として利用さ
れた回数が1年間で日野駅が約11万7000回、愛知川駅が延べ 9万8000回であり、 1日あたり (245
日)の利用人数に割 り戻すと約200人～238人が近江鉄道を利用されていると推測されます。
通学定期の利用者の全てが日野高校、愛知高校の生徒ではありませんが、高校が存立することに

よる経済的な効果は鉄道を通じて広域的に波及しています。
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運営する架空会社の売り上げを町に寄付




